
（平成２１年５月２０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 29 件

国民年金関係 13 件

厚生年金関係 16 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 1413 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    私は母親から国民年金の制度が始まるころに、「あなたの国民年金につい

ては強制加入だから加入して、保険料を納付しておく。」と聞いたことを記

憶している。このため、私の国民年金については母親が加入手続を行い、昭

和 36年４月から保険料を納付していたはずである。 

これらのことから、申立期間について保険料の納付があったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する国民年金手帳には、同手帳が昭和 36 年４月１日に発行さ

れたこと、及び申立人は 35年 10月 11日を資格取得日として国民年金に強制

加入したことが記載されており、これらは、国民年金制度開始時にその母親か

ら国民年金に加入する旨を聞いたとする申立人の主張と一致している。 

また、申立人は国民年金加入期間において保険料が未納とされているのは申

立期間のみであり、かつ 12か月と短期間である。 

さらに、申立人の国民年金手帳を見ると、昭和 37年度から 40年度までにつ

いては、検認印が押されていない上、印紙が貼付
ちょうふ

されていた形跡も無い国民年

金印紙検認台帳が切り取られないまま残っているにもかかわらず、保険料が納

付済みとされていることから、この期間の保険料は過年度保険料として納付さ

れていたものと考えられるが、申立期間である 36 年度についても国民年金手

帳は同様の状態となっており、保険料が納付されていた可能性も否定できない。 

加えて、社会保険庁が保管する申立人の国民年金被保険者台帳（マイクロフ

ィルム）を見ると、申立期間の保険料について、いったんは納付済みとされて

いたことが認められ、これが未納に訂正された理由も不明である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 1414 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年 10月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月から 47年３月まで 

    私は、中学校卒業後から結婚するまでの間、縫製業を営んでいた叔父のと

ころで働いていた。当時、その叔父と同居し、生活の面倒はすべて叔父にみ

てもらっていた。申立期間の国民年金保険料を納付していた資料は無いが、

申立期間の国民年金保険料は叔父が納付していたはずなので納付を認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立期間を除く国民年金加入期間におい

て国民年金保険料の未納は無い。 

また、申立人は、「当時、同居していた叔父が私の保険料を昭和 45年９月か

ら、結婚した 48年４月ごろまで納付していた。」としている。その叔父の納付

記録を見ると、国民年金加入期間(昭和 40 年７月から平成３年２月まで)にお

いて未納は無く、叔父は保険料の納付意識は高かったものとみられる上、申立

人の申立期間前後の保険料は納付済みとされていることから、納付意識が高か

った叔父が申立人の申立期間前後の保険料を納付しながら申立期間のみ納付

しないのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1415 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年 10月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年 10月から同年 12月まで 

    私は、20 歳当時は夜間の短大生であったため、国民年金加入対象者では

ないと母親が勘違いし加入手続していなかった。 

しかし、卒業後、母親と共にＡ市Ｂ区役所へ国民年金の加入手続に行った

際、夜間学生は国民年金加入対象者であるとの説明を受けたので、20 歳ま

でさかのぼって加入し、保険料を納付するため区役所窓口で手書きの納付書

（３か月ごとの納付書を複数枚）を発行してもらい、順次、自分の収入の中

から定期的に納付し続け、完納した。その時の領収書は廃棄してしまったが、

申立期間の保険料のみ未納としたことはあり得ないので、納付があったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳到達以降、平成４年９月に厚生年金保険被保険者となるま

での国民年金加入期間について、申立期間を除いて保険料の未納は無い上、申

請免除としていた保険料を翌年度までに追納した状況がみられるなど、保険料

の納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期から、申立人の国民年金加

入手続は昭和 59 年７月ごろに行われたものと推認され、この時点を基準にす

ると、昭和 57年度及び 58年度の保険料は過年度保険料となる。この点につい

て、申立人は、20 歳までさかのぼって保険料を分割納付するため、区役所で

納付書を発行してもらい、金融機関で順次納付したと明確に記憶している上、

この申立人の記憶は、要望に応じて区役所の窓口で過年度納付書を発行し、金

融機関で納付するよう案内していたとする、その当時のＡ市の取扱いとも合致



し、不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立人の国民年金加入手続の時点で、過年度納付が可能であった期

間 24か月のうち、申立期間の前後の 21か月の保険料は納付されており、申立

人が 20 歳までさかのぼって納付書を発行してもらいながら、申立期間の３か

月の保険料のみ納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1416 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39年８月から 46年６月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年８月から 61年３月まで 

    私が 20 歳になった時、母親がＡ市で国民年金加入手続を行い、昭和 42

年９月まで保険料を納付してくれた。同年 10月に婚姻によりＢ市に転居し、

この時、母親から国民年金手帳を手渡され、その後の１、２年は私が集金人

の女性に納付していた。それ以後は夫と夫の母親が納付してくれていたはず

である。申立期間当時の国民年金手帳は無いが、申立期間が未納となってい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち昭和 39年８月から 46年６月までの期間については、Ｂ市

が保管する申立人の被保険者名簿に、国民年金保険料が納付されていたこと

が記録されている。申立人には、39 年 11 月と 61 年５月の２回、国民年金

手帳記号番号が払い出されているが、上記の保険料は、このうち１回目に払

い出された国民年金手帳記号番号により納付されたものである。 

また、１回目に払い出された国民年金手帳記号番号に係るＢ市の被保険者

名簿では、昭和 39 年８月１日に取得した国民年金の資格が取り消されたこ

とが記載されている。この点については、社会保険庁が保管する国民年金手

帳記号番号払出簿には、厚生年金保険被保険者であるため、「取消」と記載

されているほか、還付整理簿には、資格取消の事由により、47 年１月に保

険料（１万 7,600円）を還付したことが記載されており、この還付額は、申

立人が納付した 39年８月から 46年６月までの保険料の合計額と一致する。 

しかし、社会保険庁の記録によれば、申立人の厚生年金保険の加入は平成

２年３月が最初である。このため、国民年金保険料が納付されていた昭和



39年８月から 46年６月までの間に、申立人の国民年金の資格を取り消す合

理的な理由は見当たらず、事実と異なる事由により、当該期間の保険料が還

付されたものと認められることから、当該期間については、納付済期間とす

ることが妥当である。 

２ 申立期間のうち昭和 46年７月から 61年３月までの期間については、Ｂ市

が保管する申立人の被保険者名簿に納付記録が無い。 

また、申立人は、この当時の国民年金保険料は、その夫及び夫の母親が納

付してくれていたと述べているが、申立人の夫及び夫の母親に聴取しても、

申立人の保険料の納付に関する具体的記憶は無い。 

さらに、申立人の国民年金資格の取消手続は、遅くとも保険料の還付処理

がなされた昭和 47 年１月までに行われたものとみられる。このことはＢ市

の昭和 46 年度の年金加入情報の申立人の記録に取消線が引かれていること、

及び 47 年度の納付実績記録に申立人の記録は登載されていないこととも符

合する。このため、少なくとも 47年１月から 61年４月に第３号被保険者の

資格を取得するまでの間は、申立人は国民年金に加入しておらず、保険料を

納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、昭和 39年 11 月と 61年５月に払い出された国民年金手帳記号番

号以外に、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情は見当たらない。 

そのほか、申立人が、申立期間のうち昭和 46年７月から 61年３月までの

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和39年８月から46年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



愛知国民年金 事案 1417 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年 11月から 44年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月から 44年３月まで 

    私は会社を辞めた後、社会保険の無い個人事業所で働いていたので、母親

に国民年金の加入手続を頼み、結婚するまでの間、母親に保険料を渡して納

付してもらっていた。それに、国民年金手帳に記載があるように、資格取得

日が 20 歳前からとなっているのに、納付していないわけがない。よって、

申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が母親に国民年金保険料を渡し、納付してもらっていたとする申立人

の婚姻までの期間（196か月）について、申立期間以外の未納は無い上、申立

人の国民年金手帳の印紙検認記録及び社会保険庁が保管する申立人の被保険

者台帳（マイクロフィルム）により、昭和 46年度から 58年度まで（厚生年金

保険被保険者期間を除く。）の保険料は現年度納付されていることが確認でき、

申立人及びその母親の保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出日から、申立人の国民年金加入

手続は昭和 44 年５月に行われたものと推認され、この加入手続の時点では、

申立期間の保険料を過年度納付することが可能であった。申立人は、その母親

が加入手続を行ったとしており、手続の時点で過年度納付が可能であったにも

かかわらず、母親がこれを納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1418 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年 10月から 41年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 10月から 41年３月まで 

    国民年金の加入手続は、私が元妻の分を併せて行った。保険料の納付につ

いては、ほとんどの期間を夫婦別々で納付をしていたが、元妻が夫婦二人分

を一緒に納付したこともある。詳しいことはよく覚えていないが、間違いな

く納付していたので、申立期間の保険料が納付されていたことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間のすべての保険料を納付してい

る。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、その元妻と連番で同一日（昭和

41年９月 28日）に払い出されており、夫婦二人の国民年金加入手続を一緒に

行ったとする申立人の説明と一致する。 

さらに、申立人及びその元妻の国民年金手帳記号番号の払出日から、申立人

及びその元妻の加入手続は昭和 41 年９月ごろに行われたものと推認され、そ

の時点では、申立期間の保険料を過年度納付することが可能である。社会保険

庁の記録では、申立人及びその元妻共に申立期間は未納と記録されているが、

申立人が居住するＡ市の納付記録（電算データ）では、申立人と一緒に納付し

たこともあったとするその元妻は申立期間の保険料は納付済みと記録されて

いる。このため、元妻は、申立期間の保険料を過年度納付していたと推認され、

申立人の同期間についても、納付していたものと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知厚生年金 事案1243 

 

第１ 委員会の結論 

申立人が申立期間に勤務していたとするＡ社は、社会保険事務所の記録では、

当時、厚生年金保険の適用事業所となっていないが、適用事業所の要件を満た

していたと認められるところ、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を同社に

より給与から控除されていたことが認められることから、申立人の同社におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 44年 11月 21日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を８万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和44年11月21日から同年12月23日まで 

    私がＢ社在籍中に、同社、Ｃ社、Ｄ社が出資して、Ａ社を設立した。 

私がＡ社に移籍した際に、厚生年金保険被保険者記録の無い申立期間が生

じた。 

厚生年金保険料を控除されていた給与明細書があるので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の複数の同僚の証言、申立人が保管する給与明細書及び雇用保険の記録

から、申立人がＢ社及びＡ社に継続して勤務し（昭和44年11月21日にＢ社から

系列事業所であるＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額から、

８万6,000円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によれば、Ａ社は昭和 44年 12月 23日に厚生

年金保険の適用事業所となっており、申立期間においては適用事業所ではな

い。しかし、法人登記簿によれば、同社は、同年 11 月 17 日に株式会社とし



て設立登記されており、申立期間において５人以上の従業員が常時勤務して

いたことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所

の要件を満たしていたものと判断される。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｄ社

（Ａ社の後継会社）は、特段の理由を示すことなく不明としているが、Ａ社は、

申立期間において適用事業所でありながら社会保険事務所に適用の届出を行

っていなかったことが認められることから、申立人の申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 1244 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 31年 10月１日から 32年９月 15日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る記録を 31

年 10月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額は、同年 10月から 32年５月

までの期間を 5,000円、同年６月を 3,000円、同年７月及び同年８月を 5,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年９月 15日から 32年９月 15日まで 

    昭和31年９月から32年８月までの厚生年金保険料を給与から控除されて

いたが、被保険者期間となっていないため、申立期間について厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与明細書、家計簿、履歴書及び同僚の証言により、申立人が、申立期間の

うち昭和 31年 10月 1日から 32年９月 14日までＡ社Ｂ支店に勤務し、当該期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、当該期間の標準報酬月額について、昭和 31年 10月から 32 年５月ま

での期間、同年７月及び８月は、給与明細書の保険料控除額から 5,000円、同

年６月は、給与明細書の報酬額から 3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、仮に事業主から申立人の申立てどおりに被保険者資格

の取得に係る届出が提出された場合には、その後、厚生年金保険被保険者報酬

月額算定基礎届が提出されているにもかかわらず、いずれの機会においても社

会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該



社会保険事務所へ資格の取得等に係る届出は行われておらず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る昭和 31年 10月から 32年８月までの保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 31年９月 15日から同年 10月１日までの期間

については、厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料は無く、また、申立

人が所持する家計簿においても、同年９月分の給与が支給された記載が見当た

らないことから、同月分の給与は翌 10 月分の給与とともに支給され、同年９

月の保険料は控除されていないと考えられることから、申立人が同年９月の厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。



愛知厚生年金 事案 1245 

 

第１ 委員会の結論  

 事業主は、申立人が昭和 20年５月 15日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所に対し行ったことが認められ、かつ、申立人

の申立てに係る事業所における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年８

月 18 日であったと認められることから、申立人に係る厚生年金保険被保険者

資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。  

 なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 20年５月 15日から同年８月 18日まで 

学校卒業後、Ａ社Ｂ支店のＣ工場に勤務していたが、空襲により仕事がで

きなくなり、昭和 19 年にＤ工場に転勤し、その後、Ｅ県のＦ工場に再度転

勤した。終戦となり、20年８月 17日に帰ってきた。同工場に係る厚生年金

保険被保険者記録が無いことに納得できないので、申立期間について厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立人は、昭和 17年２月から終戦後の 20 年８月 17日までＡ社Ｂ支店Ｃ工

場、Ｄ工場、その後、Ｅ県のＦ工場において、工員として勤務し、その間、厚

生年金保険（当時の名称は労働者年金保険）に加入していたとしているが、社

会保険事務所の記録では、17 年２月 1 日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得し、20年５月 15日に被保険者資格を喪失したものとされている。  

 しかし、申立人のＡ社Ｂ支店Ｃ工場からＤ工場を経てＦ工場へ疎開し、陸軍

の航空機を製作していた状況などの事実経過の説明は、具体性があり、Ｆ工場

では陸軍の航空機を製作していたとする文献の内容とも一致しており、また、

申立人は疎開先の同工場ではＧ寺に寄宿し、そこから通勤していたと申し立て

ているところ、同寺では、「当時、Ｆ工場の従業員を寄宿させていた。」と証

言していることから判断すると、申立人は、申立期間において同社に継続して

勤務していたことを認めることができる。 

また、Ａ社Ｂ支店における当時の総務、給与担当者の厚生年金保険加入に係



る証言、同社社史の厚生年金保険加入及び保険料負担に係る記述から判断する

と、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと推認できる。 

ところで、Ａ社Ｂ支店に勤務していた他の同僚の厚生年金保険の記録では、

工場疎開等により工場を異動した場合、被保険者資格をいったん喪失させ、新

たに被保険者資格を取得させていたことが確認でき、この取扱いは、別の同僚

の証言からも裏付けられる。申立人に係る社会保険事務所の記録としては、昭

和 20年５月 15日に資格を喪失した時点までは、被保険者台帳において確認で

きるものの、それ以降の期間については加入の記録が存在しない。 

一方、Ａ社Ｂ支店の被保険者名簿については、戦災によりすべて焼失し、現

存する同名簿は、昭和 21 年当時、在職していた者を対象に復元されたもので

あることが確認できる。すなわち、同年の同名簿復元当時、すでに退職してい

た者の同名簿を復元することは困難な状況にある。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の記録が無いことの

原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険者名簿への記入漏れ、

同名簿の焼失等の可能性が考えられるが、同名簿の大規模な焼失等から半世紀

も経た今日において、保険者も同名簿の完全な復元をなしえない状況の下で、

申立人及び事業主にその原因がいずれにあるのかの特定を行わせることは不

可能を強いるものであり、申立人らにこれによる不利益を負担させるのは相当

でないというべきである。 

以上を踏まえて本件をみるに、申立人が申立期間中に継続勤務した事実及び

事業主による保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚生年金保

険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が相当高いと認め

られる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を

総合して考慮すると、事業主は、申立人が昭和 20年５月 15日に厚生年金保険

被保険者の資格を取得した旨の届出を社会保険事務所（当時は保険出張所）に

対し行ったと認めるのが相当であり、かつ、申立人の申立てに係る事業所にお

ける厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、終戦まで勤務し、その後、Ｈ市に

戻ってきてから解雇されたとする申立人の主張から、同年８月 18 日とするこ

とが妥当であると判断する。 

また、申立期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を

改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円とす

ることが妥当である。 

なお、厚生年金保険記録を管理する保険者は、戦災･火災等の大規模な事故

により、被保険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に

相当の欠落が見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、以上の

事情を考慮の上、当該記録の欠落の原因が申立人又は事業主にあることが特定

できない案件に関して、実情にあった適切な取扱基準を定め、これに対処すべ

きであるが、現時点ではこれが十分になされているとは言えない。



愛知厚生年金 事案 1246 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｂ支店における資格喪失日に係る記録を昭

和 23年８月１日に、同社Ｃ支店における資格取得日に係る記録を 28年４月１

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額については、23年７月を 600円、28年

４月及び５月を 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和23年７月22日から同年８月１日まで 

             ② 昭和28年４月１日から同年６月１日まで 

私は、昭和21年４月12日から64年１月１日（退職日）まで継続して、Ａ社

に勤務していた。厚生年金保険の空白期間があることに納得がいかない。申

立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社の人事記録、雇用保険の記録及び同僚の証言か

ら判断すると、申立人が同社に継続して勤務し、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  なお、Ａ社Ｂ支店からＤ支店への異動日は、人事記録（経歴書）及び社会

保険事務所の記録から昭和23年７月22日と判断できるが、同人事記録上、申

立人が28年３月７日に別事業所へ異動した際の、社会保険事務所の記録及び

事業所保管の健康保険厚生年金保険被保険者資格届出書は同年４月１日に

資格の喪失及び取得があったと記録されており、同社における厚生年金保険

の取扱いは、月の途中の異動があった場合、翌月１日付けで資格の取得及び

喪失の届出を行っていたと推認されることから、同社Ｂ支店における資格喪

失日は、23年８月１日とすることが妥当である。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、昭和23年６月の社会保険事



務所の記録から、600円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間②について、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届、

人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務

し、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、人事記録（経歴書）において確認できるＡ社本社から同社Ｃ支店へ

の異動日は、昭和28年３月７日であるが、社会保険事務所の記録では、同社

本社における資格喪失日は同年４月１日と記録されている上、同社の健康保

険厚生年金保険被保険者資格届出書についても、同日に同社Ｃ支店における

資格取得があったと記録されていることから、当該事業所における資格取得

日は、同日とすることが妥当である。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、Ａ社の健康保険厚生年金保

険被保険者資格取得届及び昭和28年６月の社会保険事務所の記録から、

8,000円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届が存在すること

を理由に納付したと主張するが、このほかに事実を確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



愛知国民年金 事案 1419 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年３月から 52年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年３月から 52年３月まで 

    私に「ねんきん特別便」が届き、社会保険事務所で年金記録を調べてもら

ったところ、昭 和 44 年３月から 52年３月までの年金記録が無いと言われ

困惑している。申立期間の保険料は父親が私の姉弟の分と一緒に納付してい

たはずなので、納付のあったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金被保険者資格取得手続及び申立期間の国民年金保険料の

納付に関与しておらず、これらを行ったとする申立人の父親は既に死亡してい

るため、同手続及び申立期間の保険料の納付状況の詳細は不明である。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

52 年２月に払い出されており、このころ申立人の国民年金被保険者資格取得

手続は行われたとみられるが、この時点を基準とすると、申立期間の大半は時

効により保険料を納付することができない。 

さらに、申立人は申立期間の保険料については、父親が姉弟の分と併せて納

付していたはずとしているが、弟は国民年金手帳記号番号が申立人と連番で払

い出されており、申立人と同様に資格取得時点（20 歳到達時）から昭和 52年

３月までの期間の保険料が未納とされている。姉についても、国民年金手帳記

号番号は昭和 36 年２月に申立人の両親と連番で払い出されているが、同年４

月から38年11月に厚生年金保険に加入するまでの保険料は未納とされている。 

これらから判断すると、父親が申立人及び姉弟の国民年金保険料を納付して

いたとは考え難い。 

加えて、父親が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1420 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年 12月から 49年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月から 49年３月まで 

    結婚後、Ａ市Ｂ区役所の職員が何度も自宅へ国民年金加入の案内に来たの

で、夫が私の国民年金加入手続をしてくれた。その直後、過去の保険料をさ

かのぼってまとめて払うことができるという通知が届き、金額もそれほど高

額と感じなかったため、将来のことを考えて夫と共に同区役所へ出向き、国

民年金課の窓口で、20 歳までさかのぼって保険料を支払った。申立期間に

ついて未納となっていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市が保管する申立人の被保険者名簿によれば、申立人の国民年金加入手続

日は昭和 50 年１月９日とされている。この時期は第２回特例納付実施期間中

（49 年１月から 50 年 12 月まで）であり、申立人は第２回特例納付及び過年

度納付により申立期間すべての国民年金保険料を納付することは可能であっ

たが、申立人は納付した保険料額についての記憶が無い。 

また、申立人が昭和 50 年ごろに申立期間の保険料を一括で納めた場合、最

も安価な保険料額で申立期間の保険料を納付したとしても、その額は６万

3,150 円である。この額は 50 年当時の国家公務員の高卒初任給（１か月分）

５万 9,200円を超える額であり、申立人がこれだけ高額な保険料額についての

記憶が全く無いとするのは不自然である。 

さらに、申立人はＡ市Ｂ区役所の国民年金課の窓口で 20 歳までさかのぼっ

て一括で納付したと説明しているが、当時、同区役所では特例納付及び過年度

納付の保険料は取り扱っておらず、申立人の主張と相違する。 

加えて、申立人は国民年金に加入した時点で 27歳であり、その後、60歳到

達まで保険料を納付すれば、受給権（保険料納付月数等が合計で 300か月必要）

を確保することは可能であり、申立人が申立期間の保険料を特例納付する必要

性は乏しかったものと推認される。 



このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、申立人に、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1421 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年１月から 46年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年１月から 46年３月まで 

    私が 20歳になった時（昭和 45年１月）に、父親がＡ市役所で私の国民年

金の加入手続を行った。それ以降両親が、私が結婚する（48年 11月）まで、

両親の国民年金保険料に加えて、私の保険料も納付してくれていたはずなの

で、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳の時に、その父親が国民年金の加入手続を行った

としている。しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 46 年４月８日に

社会保険事務所からＡ市に払い出されており、申立人の所持する国民年金手帳

の発行日は同年４月 23 日と記載されているほか、それ以前に別の国民年金手

帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間中の昭和 45年３月 25日から 46年３月 25日まで

の間は厚生年金保険被保険者であり、社会保険庁が保管する申立人の被保険者

台帳（マイクロフィルム）、Ａ市が保管する申立人の被保険者名簿及び申立人

の国民年金手帳では共に、申立人の国民年金資格取得日は、厚生年金保険被保

険者資格喪失後の同年４月１日と記載されている。 

以上のことから、申立人の国民年金加入手続は昭和 46 年４月に行われたも

のと推認され、申立期間当時には加入手続が行われていなかった上、申立期間

は国民年金の資格取得日以前の期間であり、保険料を納付することはできなか

ったと考えられる。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料の納付に関与

しておらず、その両親が、申立人が 20 歳の時から保険料を納付していたはず

であるとしているが、両親は高齢のため、加入手続や保険料納付の詳細につい

て明確な記憶が無いとしている。 

加えて、申立人と経歴が類似するその妹（20 歳当時は短期大学生で、卒業



後厚生年金保険加入）も、20歳当時は国民年金に未加入である。 

このほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1422 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61年４月から同年９月までの期間及び 62年 10月から同年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 61年４月から同年９月まで 

② 昭和 62年 10月から同年 12月まで 

    妻が私たち夫婦の国民年金保険料を納付していたのに、申立期間について、

妻のみ納付で私が未納になっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付していたと

するその妻は、１、２回、申立人の保険料をさかのぼって納付したことがある

とするのみで、申立期間当時の保険料の納付に関する明確な記憶は無いとして

いる。 

また、社会保険庁の記録では、妻は、申立期間①が含まれる昭和 61 年度の

国民年金保険料を前納したことが記録されているのに対し、申立人は、申立期

間①の直後の昭和 61 年 10月から 62年３月までの保険料を過年度納付したこ

とが記録されている。このため、夫婦が一緒に保険料を納付していたとは言え

ず、妻が納付済みであることをもって、申立人も納付していたと推認すること

はできない。 

さらに、社会保険庁の記録では、申立期間②の直前の昭和 62 年７月から同

年９月までの国民年金保険料が過年度納付されたことが確認でき、申立期間②

に該当するとみられる過年度納付書が作成されたことも確認できるが、当該過

年度納付書の作成時期は、申立期間②の時効直前の平成元年 12 月であり、時

効となる２年１月末までに申立期間②の保険料が納付されたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す



ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1423 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年４月から 63年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から 63年３月まで 

    昭和 59 年にＡ市役所Ｂ出張所で国民年金の加入手続を行ってから、年に

何度か届く納付書により、出張所の窓口で国民健康保険料と一緒に国民年金

保険料を納付していた。出張所の職員に「義務ではないから国民年金保険料

は納付しなくてもよい。」と言われたことをきっかけに、国民年金保険料の

納付を妻と共にやめるまで、３、４年ぐらいは納付していたはずなので、申

立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年にＡ市内で転居したことを契機に、同市役所Ｂ出張所

で国民年金の加入手続を行ったはずであるとしている。 

しかし、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61年９月 22日に払い出さ

れており、Ａ市の国民年金資格記録電子データでは、申立人に対し、同年７月

15 日に年金手帳が交付されたことが記録されているほか、申立期間当時に別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

以上のことから、申立人の国民年金加入手続は昭和 61 年７月に行われ、そ

の際に 58年３月までさかのぼって資格取得したものと推認される。このため、

申立人は、申立期間のうち 59年４月から 61年６月までの間は、その当時、国

民年金に加入しておらず、未加入者に対して納付書が送付されることは無いこ

とから、昭和 59年度及び 60年度の保険料をＡ市から送付される納付書により

現年度納付することはできなかったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を年に何度か届く納付書により、

Ａ市役所Ｂ出張所の窓口で納付していたとしているが、同市では、申立期間当

時には、１年分の納付書を一括発行していたとしているほか、出張所窓口では

保険料を収納していなかったとしており、申立人の説明と矛盾する。 



さらに、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、申立

期間のうち昭和59年度及び60年度の保険料を過年度納付することが可能であ

ったが、申立人は、Ａ市から発行される納付書により納付していたとするのみ

であり、過年度納付が行われていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらな

い。 

加えて、申立期間について、申立人と一緒に国民年金保険料を納付していた

期間があるとする申立人の妻も、申立期間は未納である。 

このほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1424 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年５月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年５月から 47年３月まで 

    私は 20 歳で結婚し、それを契機に国民年金保険料の納付を始めた。加入

手続や保険料の納付は母親が行っており、詳しいことは分からないが、母親

と夫の分だけが納付され、実の娘である私の分だけ納付していなかったとは

考えられない。Ａ市Ｂ区に住んでいた当時の納付記録だけが抜け落ちており、

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

これらを行っていたとするその母親は高齢のため、その状況について証言を得

ることができない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 48 年２月にＡ市Ｃ区で払い

出されている。申立人及びその家族が申立期間当時に居住していたとする同市

Ｂ区の国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査しても、42 年５月に、申立人

の夫の国民年金手帳記号番号が払い出された記録は確認できるものの、申立人

に対して国民年金手帳記号番号が払い出された記録は確認できないほか、申立

期間当時に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。このため、申立人の国民年金加入手続は、48 年２月

ごろに行われ、その際に 42 年５月までさかのぼって資格取得したものと推認

され、申立期間当時には未加入であったことから、申立人の母親が申立人の保

険料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、申立

期間のうち昭和46年１月から47年３月までの保険料を過年度納付することが

可能であったが、申立人は、その当時の保険料納付に関与しておらず、当該期

間の保険料が過年度納付されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たら

ない。 



加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1425 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年 11月から 54年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

また、申立人の昭和 53年７月から同年 10月までの国民年金保険料について

は、重複して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年６月から 54年３月まで 

    昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年 11月から 54年３月まで

の期間については、国民年金に加入していた事実はあるが保険料の納付が無

い旨の回答を社会保険事務所からもらった。48 年６月１日に強制加入して

おり、強制加入であれば納付したはずである。請求があれば必ず保険料を納

付しており、当該期間について保険料の納付があったことを認めてほしい。 

また、昭和 53年７月から同年 10月までは、社会保険事務所が勝手に国民

年金保険料を充当した。二重納付であり、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の資格取得日が昭和 48年６月１日(後日に、同年６月は

厚生年金保険被保険者期間であったことが判明したことから、国民年金資格取

得日は同年７月１日に訂正)であることから、同月から保険料を納付したはず

であるとしているが、申立人夫婦は共に、国民年金の加入手続の時期、保険料

の納付方法、納付場所等についての記憶は無いとしている。 

また、社会保険庁が保管する国民年金手帳記号番号払出簿の記録によれば、

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年９月に妻と連番で払い出されてお

り、申立期間当時に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。このことから、申立人夫婦の国民年金加入手続

は同年９月ごろに行われ、その際に 48 年６月１日にさかのぼって資格取得し

たものと推認され、このことは、申立人夫婦の所持する国民年金の手帳が、年

金制度共通の年金手帳（49年 11月から使用が開始されたもの）であることと

も符合する。このため、申立期間当時には、申立人夫婦の国民年金加入手続は



行われておらず、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人夫婦の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、

申立期間のうち昭和52年７月から54年３月までの保険料を過年度納付するこ

とが可能であったが、申立人夫婦は、保険料の納付に関する具体的な記憶が無

く、過年度納付が行われていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

加えて、申立期間のうち、昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年

11月から 54年３月までの期間について、申立人が国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

このほか、社会保険庁が保管する申立人夫婦の被保険者台帳（マイクロフィ

ルム）では、重複して納付された昭和 55 年７月から同年９月までの国民年金

保険料を、その当時に未納であり、時効上、納付可能な最も古い期間である

53年７月から同年 10月までの保険料に充当したことが記録されている。この

点については、同庁が保管する国民年金保険料還付整理簿においても、重複納

付の事由により充当したこと、及び充当後の残余の保険料（390円）を還付し

たことが、還付決定日、支払年月日等の事跡と共に明確に記載されており、そ

の記載内容に不合理な点は見受けられない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年 11月から 54

年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

また、申立人が昭和 53年７月から同年 10月までの国民年金保険料を重複し

て納付していたものと認めることはできない。 



愛知国民年金 事案 1426 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年 11月から 54年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

また、申立人の昭和 53年７月から同年 10月までの国民年金保険料について

は、重複して納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年６月から 54年３月まで 

    昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年 11月から 54年３月まで

の期間については、国民年金に加入していた事実はあるが保険料の納付が無

い旨の回答を社会保険事務所からもらった。48 年６月１日に強制加入して

おり、強制加入であれば納付したはずである。請求があれば必ず保険料を納

付しており、当該期間について保険料の納付があったことを認めてほしい。 

また、昭和 53年７月から同年 10月までは、社会保険事務所が勝手に国民

年金保険料を充当した。二重納付であり、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の資格取得日が昭和 48 年６月１日であることから、同

月から保険料を納付したはずであるとしているが、申立人夫婦は共に、国民年

金の加入手続の時期、保険料の納付方法、納付場所等についての記憶は無いと

している。 

また、社会保険庁が保管する国民年金手帳記号番号払出簿の記録によれば、

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 54 年９月に夫と連番で払い出されてお

り、申立期間当時に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。このことから、申立人夫婦の国民年金加入手続

は同年９月ごろに行われ、その際に 48 年６月１日にさかのぼって資格取得し

たものと推認され、このことは、申立人夫婦の所持する国民年金の手帳が、年

金制度共通の年金手帳（49年 11月から使用が開始されたもの）であることと

も符合する。このため、申立期間当時には、申立人夫婦の国民年金加入手続は

行われておらず、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 



さらに、申立人夫婦の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、

申立期間のうち昭和52年７月から54年３月までの保険料を過年度納付するこ

とが可能であったが、申立人夫婦は、保険料の納付に関する具体的な記憶が無

く、過年度納付が行われていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

加えて、申立期間のうち、昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年

11月から 54年３月までの期間について、申立人が国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

そのほか、社会保険庁が保管する申立人夫婦の被保険者台帳（マイクロフィ

ルム）では、重複して納付された昭和 55 年７月から同年９月までの国民年金

保険料を、その当時に未納であり、時効上、納付可能な最も古い期間である

53年７月から同年 10月までの保険料に充当したことが記録されている。この

点については、同庁が保管する国民年金保険料還付整理簿においても、重複納

付の事由により充当したこと、及び充当後の残余の保険料（390円）を還付し

たことが、還付決定日、支払年月日等の事跡と共に明確に記載されており、そ

の記載内容に不合理な点は見受けられない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が昭和 48年６月から 53年６月までの期間及び同年 11月から 54

年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 

また、申立人が昭和 53年７月から同年 10月までの国民年金保険料を重複し

て納付していたものと認めることはできない。 



愛知国民年金 事案 1427 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和61年４月から平成３年10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から平成３年 10月まで 

    Ａ市役所から国民年金加入についての通知が来たので同市役所に行った

ところ、「今から加入すれば 60 歳までの加入期間で間に合います。」と言わ

れて加入した。加入した時期は覚えていないが、保険料が 9,000円の時に加

入手続を行い、7,000円の時期まで 遡
さかのぼ

って保険料を納付した。毎月、自宅

にＢ信用金庫Ｃ支店のＤ渉外担当職員が集金に来ていたので、納付書と保険

料を妻に預け、遡
さかのぼ

って納付する保険料と当月分の保険料を一緒に納付して

いたはずであるので、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続の時期を国民年金保険料月額が 9,000円であっ

たころとしており、この主張に該当する時期は平成３年度となる。一方、申立

人の国民年金手帳記号番号は平成６年１月に払い出されており、Ａ市が保管す

る申立人の被保険者名簿では資格取得届出日は５年12月17日とされているほ

か、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。このことから、行政の記録では、申立人は同年

12 月に国民年金加入手続を行ったものと推認できる。これら、申立人の記憶

あるいは行政の記録による加入手続時期のいずれを基準にしても特例納付の

実施期間ではなく、申立人が申立期間の保険料すべてを 遡
さかのぼ

って納付すること

は、時効によりできない。 

また、申立人の妻は、 遡
さかのぼ

って国民年金保険料を納付したのは２年分と記憶

しており、申立期間（67 か月）と整合しない。社会保険庁の記録では、平成

５年 12月から６年３月までの間に、３年 11月から６年３月まで（４年１月を

除く。）の保険料が分割納付されたことが記録されている。このことから、申

立人は、５年 12 月に加入手続を行い、その時点で時効とならない２年前（３

年 11月）まで 遡
さかのぼ

って保険料を納付したと考えるのが自然である。 



さらに、申立人及びその妻は、Ｂ信用金庫Ｃ支店の渉外担当Ｄ職員に申立期

間の国民年金保険料の納付を依頼したとしているが、同信用金庫は同職員の同

支店在籍期間は、昭和 59年８月から 63年９月までとしており、申立人が主張

する国民年金加入時期（平成３年度）に同職員は同支店に在籍しておらず、夫

婦の主張と一致しない。 

加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1428 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年７月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年７月から平成３年３月まで 

    私が学生の 20 歳のころに、母親が私の国民年金の任意加入手続を行い、

郵送されてきた納付書で保険料を納付していたと聞いている。母親が納付し

たことを記憶しており、申立期間の保険料が納付されていたことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入手続を行ったとするその母親は、申立人が大学生であ

った申立期間当時に国民年金の加入手続を行ったはずであるとしているが、そ

の時期についての明確な記憶は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人が専門学校生であった平成

４年５月にＡ市で払い出されており、申立人は申立期間当時から６年まで住民

登録の異動は無いなど、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない。このため、申立人の国民年金加入手続は４

年５月に行われたものと推認され、申立期間当時は未加入であったことから、

その当時に保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立人が大学生であった平成２年度までは、学生は任意加入対象者

とされていた。任意加入対象期間については、制度上、加入手続の時期からさ

かのぼって資格取得することはできず、社会保険庁の記録及び申立人が唯一所

持する年金手帳の記載では共に、申立人の国民年金の資格取得日は申立人が厚

生年金保険被保険者資格を喪失した平成４年４月１日とされている。このため、

資格取得日以前の期間である申立期間は無資格期間であり、加入手続後に保険

料を納付することもできなかったと考えられる。 

加えて、母親は、申立期間の国民年金保険料は毎月、Ａ市Ｂ出張所で納付し

たとしているが、同市は、出張所では保険料収納事務は行っていなかったとし

ており、母親の説明と矛盾する。 



このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1429 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

    私は、昭和 35年 10月にＡ町で、私自身、妻及び両親の国民年金加入手続

を行った。その際、国民年金手帳の交付は受けず、保険料納付印紙を貼付
ちょうふ

す

る台紙を受領した記憶がある。 

国民年金手帳は、昭和 38 年７月にＢ市Ｃ区に転居して、年金関係手続を

行い、同区役所で交付された。 

保険料の納付については、３か月ごとに母親が、私と妻、両親の保険料（１

か月に４人で 400円ぐらい）を納付し、その都度、台紙に印紙を貼
は

ってもら

っていた記憶がある。 

両親の保険料は納付済みとなっているのに、私が未納となっていることに

は納得できないので、申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ町において、夫婦連番で昭和 38 年７

月 25日に払い出されている一方、父親の同番号は 36年２月 27日、母親の同

番号は同月 22日に払い出されている。 

このように、申立人とその両親の払出しが約２年５か月も離れていることか

ら、申立人が本人と同時に両親の年金加入手続を行ったとする主張は認め難い。 

また、申立人の国民年金手帳には、最初の住所地がＡ町と記載されており、

申立人がＢ市Ｃ区へ転居し年金関係手続を行った際に、国民年金手帳を交付さ

れたとする主張と相違する。 

さらに、当該手帳の申立期間に係る印紙検認記録欄には検認印が無く、印紙

検認台帳が切り取られていることから、申立人は申立期間の保険料が未納であ

ったと推認される。 

加えて、Ａ町が保存する両親の国民年金被保険者名簿によれば、申立期間の

保険料納付は現年度納付ではあるものの、３か月ごとの納付とはなっておらず、



申立人の主張と符合しない上、申立人が保険料を納付していたとする母親は既

に死亡しており、保険料の納付状況は不明である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事

情は見当たらず、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1430 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

    私の国民年金加入手続は、夫が義父母の加入手続と併せて昭和 35 年 10

月にＡ町で行った。その際、国民年金手帳の交付は受けず、保険料納付印紙

を貼付
ちょうふ

する台紙を受領した記憶がある。 

国民年金手帳は、昭和 38 年７月にＢ市Ｃ区に転居し、夫が年金関係手続

を行い、同区役所で交付された。 

保険料の納付については、３か月ごとに義母が、私と夫、義父母の保険料

（１か月に４人で 400円ぐらい）を納付し、その都度、台紙に印紙を貼
は

って

もらっていた記憶がある。 

義父母の保険料は納付済みとなっているのに、私が未納となっていること

には納得できないので、申立期間を納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、Ａ町において、夫婦連番で昭和 38 年７

月 25日に払い出されている一方、義父の同番号は 36年２月 27日、義母の同

番号は同月 22日に払い出されている。 

このように、申立人と義父母の払出しが約２年５か月も離れていることから、

夫が本人と同時にその義父母の年金加入手続を行ったとする主張は認め難い。 

また、申立人の国民年金手帳には、最初の住所地がＡ町と記載されており、

夫がＢ市Ｃ区へ転居し年金関係手続を行った際に、国民年金手帳を交付された

とする主張と相違する。 

さらに、当該手帳の申立期間に係る印紙検認記録欄には検認印が無く、印紙

検認台帳が切り取られていることから、申立人は申立期間の保険料が未納であ

ったと推認される。 

加えて、Ａ町が保存する義父母の国民年金被保険者名簿によれば、申立期間

の保険料納付は現年度納付ではあるものの、３か月ごとの納付とはなっておら



ず、申立人の主張と符合しない上、申立人が保険料を納付していたとする義母

は既に死亡しており、保険料の納付状況は不明である。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事

情は見当たらず、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1431 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48年 11月から 53年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 11月から 53年３月まで 

    私は厚生年金保険が適用されないＡ市にある個人商店に住み込みで勤務

していたので、その店主が、私の昭和 42 年４月からの国民年金保険料を納

付してくれた。婚姻後の 47年７月に同市からＢ市へ転入した。同年 11月に

勤務していた個人商店が法人になり、私も厚生年金保険加入資格を取得した

が、48年 10月で退職し加入資格を喪失した。 

その後、私がＢ市役所で国民年金への再加入手続を行ったが、それをいつ

行ったかについての記憶は無く、申立期間当時の保険料額の記憶も無い。納

付場所については、同市役所が最も多かったが、ほかにもＣ信用金庫やＤ銀

行等で納付した記憶がある。ちなみに、申立期間当時の国民年金手帳は紛失

してしまった。 

私は昭和 48年 10月に会社を辞めて独立後は申立期間を含めて、私が夫婦

の保険料を併せて納付してきた。それにもかかわらず、申立期間について妻

が納付済みとなっており、私が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する申立人の国民年金被保険者台帳（以下「申立人の台帳」

という。）では、申立人の厚生年金保険加入資格取得による資格喪失が昭和

47 年 11 月 11 日、厚生年金保険加入資格喪失による資格の再取得が 48 年 11

月１日とされている。 

また、Ｂ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿では、この国民年金資

格喪失手続は昭和 48年７月 30日に行われたことが確認でき、同市が保管する

電子データから、申立人の国民年金被保険者資格の再取得手続は、49 年４月

から同年 11 月までの間に行われたものと推認され、申立期間については現年

度納付又は過年度納付が可能な期間である。 

しかし、申立人には申立期間に納付したとする保険料額の記憶は無く、保険



料納付場所の記憶も曖昧
あいまい

である。 

さらに、申立人の台帳によれば、申立人の資格再取得（昭和 48年 11月）後

の初めての保険料納付は 54年 12月（申立期間直後である昭和 53 年度分を過

年度納付）であり、妻の台帳によれば、妻は昭和 53 年度分を現年度納付して

いることから、申立人がその妻の分と共に保険料を現年度納付したとする主張

は不自然である。 

加えて、申立人には申立期間の保険料について過年度納付した記憶も無い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知厚生年金 事案 1247 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：      

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年６月 15日から同年 10月１日まで 

    私は、昭和 32年 12月にＡ社へ入社し 35年３月末に退社するまで、健康

保険証を会社に返却したことは無く、勤務形態が変更になったことも無いの

で、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元同僚は、「申立人のことは覚えているが、申立期間に勤務し

ていたかどうかについては、覚えていない。」と証言しており、申立人が同法

人に勤務した期間が特定できない。 

また、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿(以下「被保険者名簿」という。)によると、申立人は、昭和 32年 12月１

日に被保険者資格を取得(健康保険整理番号※※番)し、34年６月 15日に喪失、

その後、同年 10 月１日に再取得(同番号※※番)していることが確認でき、事

業主から申立人に係る被保険者資格の取得届や喪失届が提出されていないに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難い。 

さらに、Ａ社は、当時の人事記録等関係資料を保管しておらず、「当時の厚

生年金保険の取扱いについては不明である。」と回答しており、連絡が取れた

ほかの元同僚は、申立人を記憶しておらず、保険料を給与から控除されていた

事実をうかがわせる証言を得ることができない。 

加えて、申立人が、申立期間に厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる関係資料等は無く、被保険者名簿でも、健康保険

整理番号※※番(昭和 32 年 12 月１日)から※※番(34 年 11 月 20 日)までの間

に欠番は無く、申立期間に係る申立人の記録が欠落した状況はうかがえない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1248 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30年７月ごろから 33年２月ごろまで 

    私は、中学校卒業後、Ａ社に入社した。初めは見習店員だったが、１年後

の夏ごろに会社から健康保険証を受け取った。 

また、会社から厚生年金保険被保険者証を受け取ったこと、毎月の給与か

ら社会保険料を引かれていたことを覚えている。 

    申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務担当者である事業主の妻及び申立人を記憶している同僚一人の

証言から、申立人が申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所には、Ａ社が、厚生年金保険の適用事業所であった

ことを確認できる記録が無い。 

また、事業主、事業主の妻及び同僚一人には、Ａ社の厚生年金保険被保険者

記録が無い。 

さらに、上記の同僚は、「申立事業所は、事業主を含めても従業員５人前後

の個人事業所であり、給与明細書は無く、厚生年金保険料を控除されていた記

憶は無い。」旨述べている。 

加えて、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる関連資料は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1249 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年１月31日から同年６月１日まで 

    私は、Ａ社を昭和46年１月に退職した後、すぐにＢ社に就職した。入社当

初はＣ支店で勤務していたが、同年６月１日付けで本社に異動となった。Ｃ

支店で勤務した期間について、厚生年金保険の記録が無いことに納得がいか

ないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言等により、申立人が、Ｂ社における厚生年金保険の被保険者資格

取得日（昭和46年６月１日）以前から同社Ｃ支店で勤務していたことは推認で

きるものの、同社への入社日及び同社本社への異動日を特定できる関連資料、

証言等は無い。 

また、雇用保険の資格取得日も、厚生年金保険の資格取得日と同じ昭和46

年６月１日であることから、事業主が同日を厚生年金保険の資格取得日として

社会保険事務所に届け出たことがうかがえる。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる関連資料は無く、申立人も保険料控除の有無について覚えて

いないとしている。 

加えて、社会保険事務所が保管している申立期間におけるＢ社の健康保険厚生

年金保険被保険者原票に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

   このほか、Ｂ社は昭和 56年４月 29日に全喪し、事業主も既に死亡している

など、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1250 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 12月 30日から 43年５月３日まで 

    申立期間はＡ社に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録が無い。同僚

や社長の名前も覚えており、勤務していたのは間違いないので、申立期間

について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言により、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人は、Ａ社には当時 15人前後勤務していたとしているところ、

社会保険庁の記録により確認できる申立期間における同社の厚生年金保険被

保険者は全員で 10人である上、申立人が記憶している同僚のうち７人は、同

社における厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

   また、申立人は、申立期間において国民年金に加入し、申立期間の一部（昭

和 41年 12月から 42年３月までの期間）については、国民年金保険料を納付

している記録が確認できる。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる関連資料は無く、申立人も保険料控除の有無について覚え

ていないとしている。 

加えて、社会保険事務所が保管している申立期間前後におけるＡ社の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿及び被保険者原票に申立人の名前は無く、健

康保険整理番号の欠番も無い。 

   このほか、Ａ社は昭和 54 年２月１日に全喪し、当時の事業主も既に死亡し

ているなど、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1251 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

   生 年 月 日   ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年４月１日から 42年３月 25日まで 

    Ａ社で、運転手として勤務していた。同社に入社した時に、Ｂ社から渡さ

れた厚生年金保険被保険者証を提出し、退職時にその被保険者証を受け取っ

てＣ社に提出したことを記憶しているので、申立期間について厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の同僚の証言から判断して、申立人が同社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ａ社は平成18年11月１日に全喪しており、当時の事業主は死亡して

おり証言が得られないため、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事実が確認できない。 

また、申立人が同時期に勤務していたとして名前を挙げた同僚10人のうち、

厚生年金保険の被保険者記録がある者は４人のみであり、記録のある者につい

てもＡ社への入社日と厚生年金保険被保険者の資格取得日が異なっているこ

とから、同社では、一部の従業員については厚生年金保険の加入手続を行わず、

加入させる場合も、入社後一定期間をおいて資格取得の届出を行う取扱いをし

ていたものと推測される。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原

票の申立期間における健康保険整理番号に欠番は見られない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1252 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 57年 11月１日から 60年４月１日まで 

  私は、父が経営するＡ社に昭和 41年２月８日から 61年 12月 31日まで継

続勤務し、厚生年金保険にも加入していたはずだが、途中、未加入の期間が

あることに納得できないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 社会保険庁の記録及び社会保険事務所が保管するＡ社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者原票により、申立人の同社における厚生年金保険の被保険者

記録は、昭和 41年２月８日に資格取得、57年 11月１日に資格喪失、その後、

60 年４月１日に資格を再取得し、62 年１月１日に資格喪失していることが確

認できる。 

また、Ａ社が加入しているＢ厚生年金基金の加入記録は、社会保険庁の記録

と一致していることから、申立人の被保険者記録については、同庁の関与によ

るものではなく、同社によって申立人の資格の得喪の届出がなされたことによ

るものと考えるのが妥当である。 

さらに、Ａ社は平成９年６月 26 日に全喪しており、当時の事業主も既に死

亡していることから、同社における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控

除の事実を確認できない。 

加えて、雇用保険においても、申立期間における申立人の加入記録は存在し

ない。 

このほか、申立人が、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1253 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年７月 31日から同年９月まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入状況について照会したところ、Ａ社

に勤務した期間が未加入であるとの回答をもらった。同社では、ボール盤、

フライス盤などを使用した仕事をしていたので、申立期間について厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社における同僚の証言及び同社退職後に勤務したＢ社の従業員名簿にお

けるＡ社での履歴に係る記載内容から判断して、申立人が、申立期間当時、同

社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人は、同僚の名前を覚えておらず、勤務期間の記憶もあいまい

な上、申立人が、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる関連資料は無い。 

   また、複数の同僚は、「Ａ社にはアルバイトのような社員もいたし、正社員

であっても入社してすぐに厚生年金保険に加入していたわけではなかった。」

と証言している。 

さらに、Ａ社に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、昭和 31年４月 16日から 34年４月１日までの間に申立人の名前は無

く、健康保険の整理番号に欠番も見られない。 

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1254 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

   生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 34年９月から 35年８月まで 

             ②  昭和 35年８月から 37年３月まで 

    申立期間①にはＡ社で、申立期間②にはＢ社で、いずれも住み込みで働い

ていた。上司や同僚を多数覚えている。申立期間について厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる

事務担当者及び同僚の証言により、申立期間当時、申立人が同社に勤務してい

たことは推認できるものの、社会保険事務所における同社の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

また、Ａ社は昭和 36 年 11 月 15 日全喪、同月 14 日に解散しており、当時

の事業主とも連絡が取れず、申立人に係る厚生年金保険の取扱いの状況等に

ついて確認することができない。 

さらに、同僚の中に、厚生年金保険被保険者記録が無い者も複数人認めら

れることから、申立期間当時、Ａ社では、すべての社員を厚生年金保険に加

入させていたわけではないことが推認される。 

申立期間②について、Ｂ社において厚生年金保険被保険者記録が確認でき

る同僚の証言及び同僚の所持している昭和36年５月の社員旅行の写真により、

申立期間当時、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、この写真を所持している同僚は、昭和 36 年に入社したと証言し、

同年５月の社員旅行の写真に写っているにもかかわらず、写真の撮影時から

約５年後の 41年２月１日に、Ｂ社において厚生年金保険の被保険者資格を取

得していることが確認できる上、申立人の勤務を証言した別の同僚は、「当時



はごく短い期間で辞めてしまう人も何人かいたので、入社してもしばらくは

社会保険に入らないこともあった。」と証言していることから、申立期間当時、

同社では、入社後、直ちに厚生年金保険の資格取得手続を行っていなかった

ことがうかがえる。 

また、社会保険事務所におけるＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

さらに、Ｂ社は昭和 63 年 11 月８日に全喪しており、法人登記簿にも見当

たらない上、当時の事業主とも連絡が取れず、申立人に係る厚生年金保険の

取扱いの状況等について確認することができない。 

加えて、申立人が、Ａ社及びＢ社について、厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる関係資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 1255 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年６月 20日から 29年４月まで 

    私は、中学校を卒業した昭和 26 年４月にＡ社に就職した。最初の２か月

は見習いだったと思うが、同社には３年間勤務したので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

によれば、申立人は、同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 26 年６

月 15 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同社が全喪した 27 年６月

20 日に被保険者資格を喪失した記録が認められるものの、同社は同日に全喪

していることから、申立期間において同社は、厚生年金保険の適用事業所では

なかったことが確認できる。     

また、当時の同僚は、いずれも申立人と同日の昭和 27年６月 20日に厚生年

金保険の被保険者資格を喪失しており、申立期間に被保険者記録の確認できる

同僚はいない上、連絡が取れた同僚は、自分自身のＡ社での勤務について記憶

が定かでなく、他の同僚は、いずれも連絡先が不明であることから、周辺事情

を調査することができない。 

さらに、申立人が事業主により厚生年金保険料を給与から控除されていたこ

とを確認できる関連資料は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1256 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和36年７月21日から同年９月４日まで 

             ② 昭和37年３月１日から同年６月５日まで 

    私はＡ社に昭和35年８月に入社し、37年８月まで勤務した。厚生年金保険

の記録は、途中の36年７月21日から同年９月４日までの期間と37年３月１日

から同年６月５日までの期間が抜けている。給与明細書等の保険料控除を証

明する資料は無いが、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    Ａ社の元役員は、「Ａ社は既に破産しており、資料の保存は無く、申立期間

当時の事業主も既に他界しているため当時の状況は確認できない。また、自分

も申立期間において同社に勤務し、申立人が在籍していたことは覚えているが、

在籍期間はよく覚えていない。」旨を証言していることから、申立人が同社に

勤務していたことは推認できるものの、同社における勤務期間が特定できない。 

また、申立人が記憶する当時の工場長及び複数の同僚は、申立人の氏名を記

憶しているものの、申立期間に申立人が在籍した記憶は無い旨証言し、このう

ちの一人は「Ａ社において、申立人の姿が見えない期間があった。」旨を証言

している。 

さらに、申立人のＡ社における申立期間当時の厚生年金保険被保険者資格の

得喪状況を見ると、同社での３回の被保険者期間において、整理番号が毎回別

の番号で払い出されている事実が確認できることから、申立人の厚生年金保険

の資格取得及び資格喪失の届出は、その都度、行われたものと認められる。 

加えて、申立人と同様に、資格取得及び資格喪失の手続が複数回にわたって

行われ、Ａ社における被保険者記録に空白期間のある同僚が複数存在すること



が確認できる。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる関連資料等は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認める

ことはできない。 



愛知厚生年金 事案1257 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和40年10月から44年11月まで 

    私は、Ａ社Ｂ出張所に昭和40年10月から44年11月まで、間違いなく勤務し

ていた。勤務していたことを証明してくれる人もいる。給与から厚生年金保

険料も控除されていたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ出張所の事業主は、期間は不明としながらも、「申立人が同社に勤務

していたことは間違いない。」旨を証言していることから、申立人が同社にお

いて勤務していたものと推認できる。 

しかし、Ａ社Ｂ出張所の事業主は、「当社は厚生年金保険の適用事業所では

なかったので、従業員を厚生年金保険には加入させておらず、給与から厚生年

金保険料を控除することは無かった。」旨の証言をしており、社会保険庁の記

録でも、同社は申立期間当時において厚生年金保険の適用事業所ではなかった

ことが確認できる。 

また、申立人が記憶する複数の同僚は、Ａ社Ｂ出張所は申立期間において厚

生年金保険の適用事業所ではなかった旨を証言しており、当該複数の同僚には、

同社における厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる関連資料等は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1258 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和36年５月１日から同年12月30日まで 

    私は、昭和36年５月から同年12月まで、Ａ社に正社員として間違いなく勤

務していたので、厚生年金保険記録が無いことに納得がいかない。申立期間

について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立期間当時の複数の同僚が、申立人は同社において勤務して

いた旨を証言していること、及び申立人が記憶している同僚に、同社における

厚生年金保険の被保険者記録が確認できることから、申立人は同社に勤務して

いたものと推認できる。 

しかし、Ａ社が保存する厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は見

当たらず、申立人の厚生年金保険料の控除に関する記憶も曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、Ａ社における在籍期間が約８か月であったと説明している

が、複数の同僚は、同社における厚生年金保険の資格取得について、入社から

１年以上後に行われていたと証言しており、申立期間当時、同社が申立人を厚

生年金保険に加入させていなかったとしても不自然ではない。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる関連資料等は無い。 

加えて、申立期間に係る社会保険事務所の厚生年金保険被保険者原票につい

て、整理番号に欠番は無く、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1259 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

 氏 名  ： 女 

 基礎年金番号  ：  

 生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

 住    所  ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 33年３月 20日から 35年２月 29日まで 

          ② 昭和 35年２月 29日から 36年２月１日まで 

          ③ 昭和 36年２月 10日から 42年 10月 26日まで 

 申立期間について脱退手当金を受給したことになっているが、脱退手当金

を請求した記憶は無いので、当該期間について厚生年金保険の被保険者期間

として認め、記録を訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所は、「脱退手当金に関する説明をした上で、申

立人に代わって請求手続をし、直接、本人の手元に入るようにした記憶があ

る。」と回答していることを踏まえると、申立人の委任に基づき事業主による

代理請求がなされたものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 43 年４月 11 日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案1260 

 
第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和33年４月26日から36年11月26日まで 

申立期間については、脱退手当金を支給されている旨の回答をもらった。 

昭和 33年４月 26日からＡ社Ｂ支店に入り、電話交換手をしていた。婚姻

年月日は 36年 11月１日で、１週間後に上京した。 

当該期間について、脱退手当金を支給された記憶は無いので、第三者委員

会で判断をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人が記載されているペ

ージとその前後の５ページに記載されている女性のうち、申立人の厚生年金

保険被保険者資格喪失日である昭和 36年 11月の前後２年以内に資格喪失し、

脱退手当金の受給要件を満たす者 16人の脱退手当金の支給記録を調査したと

ころ、７人について脱退手当金の支給記録が確認でき、そのうち６人が資格

喪失日から６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされており、かつ、同僚

の中に厚生年金保険資格喪失日が近接し、脱退手当金支給決定日が同一のも

のも認められるほか、「事業所から脱退手当金の説明を受け、脱退手当金の請

求手続は事業所が代行してくれて受給した。」とする同僚もいることを踏まえ

ると、申立人についても、その委任に基づき事業主による代理請求がなされ

た可能性が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、申立期間

に係る厚生年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和37年２月５日に支給決

定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても申立て以上の証言は得られず、ほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 1261 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月７日から同年９月 20日まで 

   ② 昭和 41年 10月１日から 42年９月１日まで 

 ③ 昭和 42年 11月 14日から 44年３月１日まで 

    私は、Ａ社を退職後、社会保険事務所へ行きＢ社、Ａ社の脱退手当金につ

いては請求したが、それ以前の申立期間①、②及び③は自分の意思では請求

していない。社会保険事務所の記録では、Ｂ社以前の申立期間の脱退手当金

が支給された記録になっているが、請求した覚えは無いので被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「申立期間①以前に発行されていた別の厚生年金保険被保険者証

を失い、Ｂ社に勤務した際、新たに厚生年金保険被保険者証を発行してもらっ

た。同社以前の申立期間の脱退手当金が支給された記録になっているところ、

同社以降の脱退手当金は受給した記憶があるが、同社以前の年金期間は請求し

た覚えは無い。」と主張している。 

しかし、社会保険事務所の記録では、当該被保険者証の記号番号は申立期間

①のＣ社において発行されたことが確認できる上、申立人が受給したとする脱

退手当金は、申立期間①のＣ社、②のＤ社、③のＥ社、Ｂ社及びＡ社の期間を

計算の基礎としており、申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる

事情は見当たらない。 

また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退

手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、同法人に係る厚生年金保険資格喪失

日から約４か月後の昭和 48年５月 10日に支給決定されているなど、一連の事



務処理に不自然さはうかがえない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案1262 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和元年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和27年５月７日から35年７月１日まで 

    私は、脱退手当金の請求をしたことは無く、脱退手当金も退職金も受給し

たことは無い。脱退手当金支給済みとなっている期間について、年金給付の

計算の基礎とすべき厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から５か月後の昭和35年12月１

日に支給決定されているほか、被保険者台帳には、脱退手当金の算定のため

に必要となる標準報酬月額等を、厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定

庁へ同年９月26日に回答したことが記録されているなど、一連の事務処理に

不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度創設前で

あり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できなか

ったのであるから、申立期間の事業所を退職後、昭和48年６月まで厚生年金

保険への加入歴が無い申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうか

がえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


